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令和７年度 国土交通省関係当初予算の配分について 

 

１．国の配分方針 

（１）令和７年度国土交通省関係予算では、「国民の安全・安心の確保」、「持続的な経済成長の実

現」、「地方創生2.0 に資する個性をいかした地域づくりと分散型国づくり」を３本柱として、

令和６年度補正予算と合わせて切れ目なく取組を進めることとしている。  

 

（２）また、社会資本整備については、ストック効果の最大化に取り組みつつ、既存施設の計画的

な維持管理・更新・利活用を図りながら、上記の３本柱の実現に資する波及効果の大きなプロ

ジェクトを戦略的かつ計画的に展開していく必要がある。  

 

（３）以上のような点を踏まえ、一般公共事業等予算の配分に当たっては、 

 

  ・令和６年能登半島地震等を踏まえた防災・減災対策 

  ・気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域治水」の加速化・強化 

  ・TEC-FORCE 等の国の災害支援体制・機能の拡充・強化 

  ・インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現 

 ・地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援（防災・安全交付金） 

  ・効率的な物流ネットワークの早期整備・活用 

  ・国際コンテナ戦略港湾の機能強化 

  ・成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援（社会資本整備総合交付金） 

  ・ゆとりとにぎわいのあるコンパクト・プラス・ネットワークの推進 

  ・多様な世帯が安心して暮らせる住宅セーフティネット機能の強化 

 

などについて、地域の実情や要望、事業の必要性や緊急性に基づき、配分を行う。 

 

  

令 和 ７ 年 ４ 月 １ ６ 日 
防災地域建設委員会資料 
土 木 部 土 木 総 務 課 
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２．直轄事業の配分状況（Ｒ６補正予算と合算） 

（１）道路局所管分 

１）道路事業 

・県全体の配分額 262.11億円は、対前年度比 0.96（令和５・６年度山陰道開通済箇所を除く対前年度比1.39） 

・山陰道整備促進のため、217.41億円が配分された。 

・三隅・益田道路は、令和７年度開通予定 

・一般国道５４号赤名トンネル改修が新規事業化された。 

（事業費） 

箇 所 名 
R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①＋② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④＋⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

改築（山陰道関連） 4,104 20,326 24,430 4,433 17,308 21,741 0.89 

 

出雲・湖陵道路（令和６年度開通済） 1,060 3,876 4,936 － 425 425 0.09 

湖陵・多伎道路（令和６年度開通済） 350 3,545 3,895 － 594 594 0.15 

大田・静間道路（令和５年度開通済） － 152 152 － － － 皆減 

静間・仁摩道路（令和５年度開通済） － 149 149 － － － 皆減 

福光・浅利道路 854 2,583 3,437 856 2,588 3,444 1.00 

三隅・益田道路 1,110 9,560 10,670 3,218 12,878 16,096 1.51 

益田道路（久城～高津） 100    129    229 35 209 244 1.07 

益田・田万川道路 210 79 289 204 305 509 1.76 

益田西道路 420 253 673 120 309 429 0.64 

改築（その他） 134 491 625 264 973 1,237 1.98 

 出雲バイパス(神立～中野東) 134 109 243 264 403 667 2.74 

 三刀屋拡幅 － 382 382 － 555 555 1.45 

 赤名トンネル改修 － － － － 15 15 皆増 

交通安全 365 1,431 1,796 483 1,918 2,401 1.34 

電線共同溝 － 440 440 130 702 832 1.89 

合 計 4,603 22,688 27,291 5,310 20,901 26,211 0.96 

合計(令和５･６年度山陰道開通済箇所を除く) 3,193 14,966 18,159 5,310 19,882 25,192 1.39 

※このほかに未公表の交通安全Ⅱ種がある。 
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（２）水管理・国土保全局所管分 

１）河川事業 

・県全体の配分額122.23億円は、対前年度比1.08 

・斐伊川改修※１は、大橋川の築堤などの整備促進のため、82.85億円が配分された。 

・江の川（下流）改修は、築堤などの整備促進のため、24.80億円が配分された。 

（事業費） 

箇 所 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

河川改修費 6,216 4,018 10,234 7,032 3,990 11,022 1.08 

 

斐 伊 川 5,428 1,857 7,285 6,446 1,839 8,285 1.14 

江の川（下流） 498 2,030 2,528 460 2,020 2,480 0.98 

高 津 川 290 131 421 126 131 257 0.61 

河川工作物関連応急対策事業       69 324 393 118 380 498 1.27 

 

 

斐 伊 川       － 164 164 － － － 皆減 

江の川（下流） 61 140 201 80 280 360 1.79 

高 津 川        8         20         28 38 100 138 4.93 

総合水系環境整備事業    200 505 705 301 402 703 1.00 

 
斐 伊 川    180 446 626 237 378 615 0.98 

高 津 川 20         59         79 64 24 88 1.11 

合 計 6,485 4,847 11,332 7,451 4,772 12,223 1.08 

※１：斐伊川河川改修は、一般河川改修事業と河川都市基盤整備事業の合計 

※２：斐伊川の事業費は、鳥取県分を含む 

 

（３）港湾局所管分 

１）港湾事業 

・浜田港全体の配分額9.78億円は、対前年度比0.82 

・新北防波堤の整備促進を図るため、2.58億円が配分された。 

・福井地区の老朽化対策費として、7.20億円が配分された。 

 (事業費) 

箇 所 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

浜田港 福井地区 

防波堤（新北） 
336 164 500 － 258 258 0.52 

浜田港 福井地区 

岸壁改良(老朽化対策) 
－ 700 700 110 610 720 1.03 

合 計 336 864 1,200 110 868 978 0.82 
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３．補助事業の配分状況（Ｒ６補正予算と合算） 

（１）道路局・都市局所管分 

１）一般国道改築事業 

  ・境港出雲道路の一部となる松江北道路に、8.60億円が配分された。 

(事業費) 

箇 所 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

国道４３１号 松江北道路 322 465 787 300 560 860 1.09 

合 計 322 465 787 300 560 860 1.09 

 

 

２）交通安全対策（通学路緊急対策）事業 

・通学路の安全を確保する交通安全対策事業に、22.61億円が配分された。 

(事業費) 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

交通安全対策 

（通学路緊急対策）事業 
1,157 2,068 3,225 647 1,614 2,261 0.70 

合 計 1,157 2,068 3,225 647 1,614 2,261 0.70 

 

 

３）無電柱化推進計画事業 

  ・道路の防災性能の向上、通行空間の安全性・快適性の確保、良好な景観形成等を目的とした無電柱化

推進計画事業に、2.26億円が配分された。 

（事業費） 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

島根県無電柱化 

推進計画事業 
61 128 189 96 130 226 1.20 

合 計 61 128 189 96 130 226 1.20 
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４）道路メンテナンス事業 

  ・道路施設の老朽化対策として実施する橋梁等の修繕に、24.36億円が配分された。 

（事業費） 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

橋梁長寿命化 

修繕計画 
504 1,928 2,432 350 1,655 2,005 0.82 

トンネル長寿命化 

修繕計画 
113 55 168 146 55 201 1.20 

道路附属物等長寿命化 

修繕計画 
164 38 202 186 44 230 1.14 

合 計 781 2,021 2,802 682 1,754 2,436 0.87 

 

 

５）土砂災害対策道路事業 

・道路の土砂災害対策（落石対策）に、13.50億円が配分された。 

（事業費） 

 

６）道路盛土のり面防災対策事業 

・道路の盛土のり面防災対策事業に、0.10億円が配分された。 

（事業費） 

 

 

  

箇 所 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

土砂災害対策道路事業 222 496 718 440 910 1,350 1.88 

合 計 222 496 718 440 910 1,350 1.88 

箇 所 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

道路盛土のり面防災対策

事業 
－ － － － 10 10 皆増 

合 計 － － － － 10 10 皆増 
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（２）水管理・国土保全局所管分 

１）ダム事業 

 ・補助事業として実施している矢原川ダムに、18.01 億円が配分された。 

                                                                               （事業費） 

 

２）河川事業（大規模特定河川事業等） 

  ・頻発・激甚化する災害への対応として、計画的・集中的な事前防災対策を実施するため、大規模特定 

河川事業に10.74億円、事業間連携河川事業に2.90億円が配分された。 

  ・矢谷川が事業間連携河川事業として新規採択された。 

（事業費） 

箇 所 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

大規模特定河川事業 700 866 1,566 456 618 1,074 0.69 

 

湯 谷 川 60  344 404 250 322 572 1.42 

赤川、塩冶赤川 350 346 696 46 60 106 0.15 

中 川 190 60 250 144 118 262 1.05 

玉 川 100 116 216 16 118 134 0.62 

事業間連携河川事業       － － － － 290 290 皆増 

 矢 谷 川       － － － － 290 290 皆増 

合 計 700 866 1,566 456 908 1,364 0.87 

 

 

３）砂防事業（特定土砂災害対策推進事業） 

  ・頻発・激甚化する土砂災害への対応として、計画的・集中的に事前防災対策を推進するため、 

事業間連携砂防等事業に14.10億円、まちづくり連携砂防等事業に1.20億円が配分された。 

                                                                                                               (事業費) 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

事業間連携砂防等事業 543 747 1,290 537 873 1,410 1.09 

まちづくり連携砂防等事業 － 155 155 45 75 120 0.77 

合 計 543 902 1,445 582 948 1,530 1.06 

 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

矢原川ダム建設事業 300 560 860 833 968 1,801 2.09 

合 計 300 560 860 833 968 1,801 2.09 
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４）河川メンテナンス事業等 

・老朽化した排水機等河川管理施設の更新を推進するため、河川メンテナンス事業に、2.06億円が配分

された。 

・老朽化したダム管理用制御処理設備等の更新を推進するため、ダムメンテナンス事業に、3.86億円が

配分された。 

・急傾斜地崩壊対策施設等の老朽化対策を推進するため、砂防メンテナンス事業に、7.66 億円が配分 

された。  

・老朽化した海岸保全施設の更新を推進するため、海岸メンテナンス事業に、0.82 億円が配分された。 

 (事業費) 

※ダムメンテナンス事業費は、利水者負担金を除いた額 

 

 

５）下水道事業 

  ・宍道湖流域下水道の維持管理及び改築更新推進に係る官民連携方式の発注支援事業に、0.25 億円が 

配分された。 

  ・宍道湖流域下水道に係る下水道管路の特別重点調査等事業に、0.19億円が配分された。 

 (事業費) 

  

 

 

 

  

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

河川メンテナンス事業 90 138 228 130 76 206 0.90 

ダムメンテナンス事業 259 150 409 201 185 386 0.94 

砂防メンテナンス事業 524 80 604 646 120 766 1.27 

海岸メンテナンス事業 120 20 140 58 24 82 0.59 

合 計 993 388 1,381 1,035 405 1,440 1.04 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

島根県官民連携事業等基

盤強化推進事業 
－ 30 30 － 25 25 0.83 

島根県大規模下水道管路

特別重点調査等事業 
－ － － － 19 19 皆増 

合 計 － 30 30 － 44 44 1.47 
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（３）港湾局・航空局所管分 

１）港湾改修事業 

・浜田港の臨港道路整備に、2.00億円が配分された。 

 (事業費) 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

浜田港 

港湾整備（重要）事業 
－ 200 200 － 200 200 1.00 

合 計 － 200 200 － 200 200 1.00 

※河下港には、港整備推進交付金（内閣府所管）により、岸壁整備に3.0億円が配分された。 

    

２）港湾及び海岸メンテナンス事業 

・港湾施設及び港湾海岸施設の老朽化対策を推進するため、港湾、海岸メンテナンス事業に、3.13億円

が配分された。 

 (事業費) 

 

 

３）空港事業 

・出雲空港の航空灯火および電源施設（設計）の更新、並びに石見空港の航空灯火および電源施設の更

新に、8.35億円が配分された。 

 (事業費) 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

空港整備事業 － 281 281 － 835 835 2.97 

合 計 － 281 281 － 835 835 2.97 

 

 

 

 

  

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

港湾メンテナンス事業 132 16 148 123 40 163 1.10 

海岸メンテナンス事業 56 100 156 50 100 150 0.96 

合 計 188 116 304 173 140 313 1.03 
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４．社会資本総合整備事業の配分状況（Ｒ６補正予算と合算） 

・社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金の合計額は、260.44億円となり、対前年度比1.05 

（国費） 

※上記には市町村分も含んでいる。 

※四捨五入の関係で表中の計数が一致しないところがある。 

事 業 名 

R5 補正 

内示① 

（百万円） 

R6 当初 

内示② 

（百万円） 

③=①+② 

（百万円） 

R6 補正 

内示④ 

（百万円） 

R7 当初 

内示⑤ 

（百万円） 

⑥=④+⑤ 

（百万円） 

対前年度比 

（⑥/③） 

社会資本整備総合交付金【加速化分】 1,511 － 1,511 1,220 － 1,220 0.81 

 道路事業 1,511 － 1,511 1,220 － 1,220 0.81 

社会資本整備総合交付金【通常分】 234 5,635 5,869   646 5,461 6,107 1.04 

 

道路事業 234 2,561 2,795    646 1,903 2,549 0.91 

都市計画事業 － 271 271 － 462 462 1.70 

下水道事業 － 2,121 2,121 － 2,565 2,565 1.21 

建築事業 － 683 683 － 531 531 0.78 

防災･安全交付金【加速化分】 5,035 － 5,035 5,683 － 5,683 1.13 

 

道路事業（街路事業を含む） 2,214 － 2,214 2,842 － 2,842 1.28 

河川事業 1,653 － 1,653 1,740 － 1,740 1.05 

砂防事業 776 － 776 733 － 733 0.94 

港湾事業 160 － 160 225 － 225 1.41 

都市計画事業 39 － 39 29 － 29 0.74 

下水道事業 193 － 193 115 － 115 0.60 

防災･安全交付金【通常分】 － 12,295 12,295 109 12,925 13,034 1.06 

 

道路事業（街路事業を含む） － 8,897 8,897 109 9,875 9,984 1.12 

河川事業 － 396 396 － 351 351 0.89 

砂防事業 － 867 867 － 854 854 0.99 

港湾事業 － 225 225 － 216 216 0.96 

都市計画事業 － 341 341 － 359 359 1.05 

下水道事業 － 1,170 1,170 － 1,050 1,050 0.90 

建築事業 － 399 399 － 221 221 0.55 

合 計 6,780 17,930 24,710 7,658 18,386 26,044 1.05 

 

道路事業（街路事業を含む） 3,959 11,458 15,417 4,816 11,778 16,594 1.08 

河川事業 1,653 396 2,049 1,740 351 2,091 1.02 

砂防事業 776 867 1,643 733 854 1,587 0.97 

港湾事業 160 225 385 225 216 441 1.15 

都市計画事業 39 612 651 29 821 850 1.31 

下水道事業 193 3,291 3,483 115 3,614 3,729 1.07 

建築事業 － 1,082 1,082 － 752 752 0.70 
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令和 7 年 4 月 1 6 日 

防災地域建設委員会資料 

土 木 部 港 湾 空 港 課 

  

 

 

浜田港港湾脱炭素化推進計画の策定について 

 

１．経緯 

・2020年10月 政府は2050年カーボンニュートラル、脱炭素化社会の実現を目指すことを表明 

・2022年12月 港湾法改正により、港湾の官民関係者が一体となって脱炭素化の取組を推進する 

ことを明確化 

・2024年３月 浜田港港湾脱炭素化推進協議会を設置 

（有識者、経済団体、関係団体・企業、行政関係で構成） 

・2025年３月 ３回の協議会を経て、計画策定 

 

２．計画概要 

 （１）対象範囲 

・ターミナル内（荷役機械、上屋など） 

・ターミナルを出入りする船舶・車両（停泊中の船舶、輸送車両） 

・ターミナル外（背後に立地する工場、事務所など） 

（２）計画目標（2013年度比CO2排出量） 

・短期）2030年度 46％削減 

・中期）2040年度 75％削減 

・長期）2050年  カーボンニュートラルの実現 

（３）主な取組 

・低・脱炭素型荷役機械への更新 

・陸上電源供給設備の導入 

・再エネ由来電力（太陽光・バイオマス発電）への転換 

・事務所・工場設備の省エネ化            など 

 

３．今後の予定 

  ・４月１６日（本日）県ホームページにて公表 

  ・定期的に協議会等を開催し、取組状況等を官民で情報共有・意見交換 

  ・対象範囲の情勢変化、脱炭素化に資する技術の進展等を踏まえ、適時、計画を見直し 
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宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）の規制区域案に係る 

パブリックコメント結果について 
 

１．宅地造成及び特定盛土等規制法の概要 

（１）経緯および法改正の状況 
・Ｒ３年７月、静岡県熱海市で豪雨により不法盛土が崩落し大規模土石流災害が発生 

・旧「宅地造成等規制法」が改正され、「宅地造成及び特定盛土等規制法」がＲ５年５ 

月に施行 

   ・宅地造成等工事規制区域と特定盛土等規制区域について、区域指定し一定規模以上 

の盛土等に対して、許可等を必要とする規制となる 

（なお、中核市である松江市は、独自に区域を指定し規制する。） 

 

（２）規制区域の種類（資料１－１・２参照） 
   ア 宅地造成等工事規制区域（以下「宅造区域」） 

・市街地や集落、その周辺など盛土等が行われれば人家等に危害を及ぼしうるエリア 

を指定（許可対象は、盛土で高さ１ｍ超の崖を生ずるもの等） 
   イ 特定盛土等規制区域（以下「特盛区域」）  

・市街地や集落から離れているものの、地形等の条件から、盛土等が行われれば人家 

等に危害を及ぼしうるエリアを指定（許可対象は、盛土で高さ２ｍ超の崖を生ずる

もの等。１～２ｍ以内は届出対象） 

 
２．島根県の規制区域案（資料２参照） 

・これまでに実施した既存盛土調査の結果等を踏まえ、県全域について隙間の無い 

 規制区域案を作成 

ア 宅造区域：DID※区域（出雲市・安来市・浜田市・益田市の一部） 

イ 特盛区域：DID 区域以外の全域 

※DID：人口集中区域 

 
３．パブリックコメント実施結果 

実施期間：令和７年３月１０日～４月９日 

意  見：０件 

 
４． 今後の予定 

・R７年６月頃       関係市町村⾧の意見聴取 

・R７年６または９月議会  許可申請手数料の設定(島根県手数料条例の一部改正) 

・R７年夏頃        制度周知のための説明会開催（市町村、業界関係者等） 

・R７年１０月以降     規制区域の指定、運用開始 

令 和 7 年 ４ 月 １ 6 日 

防 災 地 域 建 設 委 員 会 資 料 

土 木 部 都 市 計 画 課 
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資料　１－１

盛土規制法パンフレット（一部抜粋）
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資料　１－２



資料　２
(案）

宅地造成工事等規制区域（DID)地区：人口密度が約4,000人／㎢以上、かつ合計常住人口5,000人以上の地域
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